
 

災害時における棺及び葬祭用品の供給等の協力に関する協定書 

 

岐阜県（以下「甲」という。）と一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会（以下「乙」という。）は、岐

阜県内で地震、風水害、その他大規模な事故等により多数の死亡者が発生した場合（以下「災害時」と

いう。）における棺及び葬祭用品の供給並びに遺体の搬送等の実施に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（総則） 

第１条 この協定は、災害時に多数の死亡者が発生した市町村（以下「市町村」という。）から甲に対

し、棺及び葬祭用品の供給並びに遺体の搬送等の円滑な実施に関する協力の要請があった場合等にお

ける調整の内容及び手続きに関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力の要請） 

第２条 災害時に甲が必要と認めるとき、又は市町村が甲に第４条に掲げる業務の実施に係る協力を要

請し、甲がその必要があると認めるときは、甲は乙に対し、協力の要請を行うものとする。 

２ 甲が乙に対し前項の規定による要請を行う場合は、原則として文書によるものとする。ただし、緊

急を要するときは、口頭により行い、後日速やかに要請文書を送付するものとする。 

 

（要請への対応等） 

第３条 乙は、甲から前条に基づく協力の要請を受けたときは、速やかに応諾状況を甲に報告するもの

とする。 

２ 甲は、前項の乙の応諾状況について、速やかに協力の要請のあった市町村へ報告するものとする。 

 

（協力業務） 

第４条 甲が乙に協力を要請する業務は、次に掲げるものとする。 

一 棺及び葬祭用品の供給並びにそれに伴う作業等の役務の提供 

二 遺体の搬送 

三 遺体の安置場所等の提供 

四 その他甲の要請による乙の応諾可能な業務 

 

（協力の実施等） 

第５条 乙は、第２条第１項の要請を受けたときは、やむを得ない事由のない限り協力するものとする。 

２ 乙は、甲を通じて市町村から要請があった場合は、当該市町村と連絡を図り、必要な協力を行うも

のとする。 

３ 乙は、前２項の協力の結果について甲に対し報告を行うものとする。 

 

（経費の負担及び基準） 

第６条 乙がこの協定に基づいて実施した第４条各号に掲げる業務に要した費用は、甲又は甲に協力業

務を要請した市町村が負担する。 

２ 甲又は市町村が前項の規定により負担する額は、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）が適用

された場合には、災害救助法（これに基づく県規則を含む。）に基づく基準額の範囲内であることと

する。ただし、災害救助法が適用されない場合は、当該基準額及び通常の適正価格を基準として、甲、

乙及び協力を要請した市町村が協議して決定するものとする。 

 



 

（支援体制の整備） 

第７条 乙は、災害時における円滑な協力の実施のため、広域における応援体制及び情報収集伝達体制

の整備に努めるものとする。 

 

（守秘義務） 

第８条 乙は、第４条各号に掲げる業務を実施する場合において知り得た個人情報を、第三者に漏らし

てはならない。 

 

（実施細目） 

第９条 この協定の実施に関し、必要な手続きその他の事項は、実施細目で定めるものとする。 

 

（協議事項） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定の実施について疑義が生じたときは、その都度甲乙

が協議して決定するものとする。 

 

（有効期間） 

第１１条 この協定の有効期間は、締結から起算して１年間とする。ただし、この協定の有効期間満了

の１月前までに、甲乙いずれからも協定解除の申し出がないときは、更に１年間延長するものとし、

その後においても同様とする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

 

平成２８年１２月２６日 

甲  岐阜県岐阜市藪田南２丁目１番１号 

   岐 阜 県 

   岐阜県知事  古 田  肇  

 

 

 

乙  東京都港区新橋１丁目１８番１６号 

   日本生命新橋ビル９階 

 一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 

 会   長  齋 藤  斎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

災害時における棺及び葬祭用品の供給等の協力に関する協定書実施細目 

 

（趣旨） 

第１条 この実施細目は、災害時における棺及び葬祭用品の供給等の協力に関する協定書（以下「協定」

という。）第９条の規定により、協定の実施について必要な手続きその他の事項を定めるものとする。 

 

（要請手続） 

第２条 協定第２条第１項に規定する市町村から甲への要請は災害時における棺及び葬祭用品の供給

等の協力あっせん要請書（様式第１号）により、甲から乙への要請は災害時における棺及び葬祭用品

の供給等の協力要請書（様式第２号）により行うものとする。ただし、緊急を要する等やむを得ない

事態が発生した時は、電話、ファクシミリ等により行うこととし、後日速やかに文書を提出するもの

とする。 

  また、円滑な広域火葬の実施に向けて保健所との情報共有を図る観点から、市町村から甲への様式

第１号の提出は、岐阜県健康福祉部生活衛生課のほか、当該市町村を管轄する保健所にも行うものと

する。 

 

（要請の応諾状況） 

第３条 協定第３条第１項に規定する乙から甲への応諾状況の報告は対応状況報告書（様式第３号）に

より、同条第２項に規定する甲から市町村への応諾状況の報告は応諾状況報告書（様式第４号）によ

り行うものとする。ただし、緊急を要する等やむを得ない事態が発生した時は、電話、ファクシミリ

等により行うこととし、後日速やかに文書を提出するものとする。 

 

 （協力業務の内容） 

第４条 協定第４条第１号に規定する棺及び葬祭用品は次のとおりとする。 

一 棺（仏衣など納棺セット等の付属品を含む。） 

二 ドライアイス、防腐剤等遺体の安置に必要な用品 

三 骨つぼ及び骨箱 

四 納体袋 

 

（協力結果の報告） 

第４条 協定第５条第３項に規定する乙から甲への協力の結果に係る報告は、協力結果報告書（様式第

５号）により行うものとする。 

 

（連絡責任者） 

第５条 この協定の実施に関する連絡責任者は、甲にあっては岐阜県健康福祉部生活衛生課長、乙にあ

っては社団法人全日本冠婚葬祭互助協会中部ブロック岐阜地区本部長とする。 

 

（有効期間） 

第６条 この実施細目の有効期間は、締結から起算して１年間とする。ただし、この実施細目の有効期 

間満了の１月前までに、甲乙いずれからも実施細目解除の申し出がないときは、更に１年間延長する 

ものとし、その後においても同様とする。 

 

この実施細目の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有す

る。 



 

 

平成２８年１２月２６日 

甲  岐阜県岐阜市藪田南２－１－１ 

   岐阜県健康福祉部長   

尾 藤 米 宏 

 

 

乙  東京都港区新橋１丁目１８番１６号 

   日本生命新橋ビル９階 

 一般社団法人全日本冠婚葬祭互助協会 

 会   長   齋 藤  斎 

 


